
１．見直しの現状

随意契約の適正化について

上記を内容とする「随意契約見直し計画」（改訂）を各府省において策定し、一般競争入札等

に移行する時期を明示し、速やかに移行

○ その他の者との競争性のない随意契約合計1.2兆円のうち、0.7兆円（約6割弱）を一般競争
入札等に計画的に移行

⇒ この結果、6月に見直しを行うこととしたものと合わせた競争性のない随意契約合計3.4兆
円のうち、2.1兆円（約6割強）を一般競争入札等に移行することとなる。

２．見直しの結果

17年度実績 見直し後（17年度ベース）

○ 政府の契約は競争入札が原則であり、随意契約は例外との原点に立ち帰り、平成18年6月
に、各府省において、所管公益法人等との随意契約についての「随意契約見直し計画」を策定
したところ。
今回、その他の者との随意契約についても、同様の見直しを行い「随意契約見直し計画」を
改訂するもの。

平成19年1月26日
公共調達の適正化に関する
関係省庁連絡会議

【随意契約計 3兆8,937億円（10万1,118件）】

競争性のない随意契約
7,204億円（7,201件）

競争性のない随意契約
2兆1,844億円
（3万113件）

競争入札等
6,712億円（1万1,308件）

企画競争・公募
9,006億円（1万3,339件）

・ライセンス国産による防衛装備品等の
調達等 6,042億円

・貨幣製造等 364億円
・入管業務等のための土地建物借料等

59億円
・料金後納郵便料等 343億円
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競争性のない随意契約
1兆1,973億円
（5万4,468件）

競争性のない随意契約
5,212億円（1万8,325件）

競争入札等
6,451億円（3万784件）

企画競争・公募
4,351億円（2万161件）

・日米相互防衛援助協定に係る契約
（イージス艦への弾道ミサイル防衛機能の付加等）

839億円
・防衛施設、庁舎等の土地建物借料等

628億円
・義務教育諸学校の教科書購入 389億円
・電気、ガス等 339億円
・抗インフルエンザウィルス薬等の購入

57億円

金額
▲6,761億円減
（56％減）

件数
▲3万6,143件減
（66％減）

金額
▲1兆4,640億円減
（67％減）

件数
▲2万2,912件減
（76％減）

不落・不調随契、
企画競争を実施

4,041億円
（1万4,802件）


